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第1章	
 研究概要 

1.1. 研究の背景と目的 

 

1）コンパクトシティ政策のモデルケースとしての現段階での検証の必要性 

	
 少子高齢化、人口減少社会を迎える日本において、それらに対応した都市構造としての

コンパクトシティの必要性が、近年謳われている。しかし、その理念に関しては研究が進

み確立されつつあるが、実現手法に関しては十分な実例が無いために、確立されていると

はいえない。そのような状況で、富山市は LRT などの公共交通を軸とした「お団子と串の

都市構造」を目指した独自のコンパクトシティ政策を 2007 年から行っており、コンパクト

シティの実現手法のモデルケースとなりうるのではないかと注目をされている。そこで、

コンパクトシティ政策開始からちょうど 5 年を迎えた現段階において、人口動態がどのよ

うに変化しているのか検証し、今後どのような推移をしていくのかの見通しをたてること

で必要である。	
 

２）「お団子」の整備方針における地区分類別将来イメージと現実の性能との乖離 

	
 富山市は、５６ある各「お団子」の整備方針として、将来イメージをシティ・コア、エ

リア・コア、ライフ・コアと３つに分類している。しかし、その分類方法には、客観性が

なく現実の「お団子」の持つ性能と大きく乖離しているのではないかという懸念を持って

いる。「お団子」の整備方針は、今後どのように公共交通沿線居住推進地区を高密化させる

のかを示す重要な方針であり、実現可能なものとする必要がある。そのためにもその乖離

の有無を検証し、その結果に基づいて再編する必要があれば、しなければならない。 

３）高密度化のための具体的な目標像の欠如 

	
 富山市マスタープランにおいて、人口の数値目標は掲げられているが、その数値目標を

達成するためにどれほどの住宅供給が必要で、それをどのように配分するのが適当である

のかという具体的な目標像が明らかになっていない。よって、都市スケールの政策が地区

スケールまで十分には落としこまれていないと言える。そのため、地区スケールにおける

高密度化を図るための具体的な目標像を示す必要がある。 

 

	
 以上の背景を踏まえ、以下の３つを本研究の目的とする。 

1) コンパクトシティ政策開始前後での人口動態と目標人口達成見通しを明らかにする。	
 

2) 「お団子」の将来イメージと地区の持つ性能との整合性の有無を明らかにする。	
 

3) 「お団子」の高密度化を促進するための目標像を明らかにする。	
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1.2. 本論文の構成 

	
 第１章では、研究概要として、研究の背景と目的、並びに既往研究と本論文の意義、用

語の整理をしている。 

	
 第２章では富山市コンパクトシティ政策の概要整理、居住誘導事業のこれまでの実績、

施行前後での人口動態の変化、さらに将来人口推計による現状の推移での目標人口の達成

見通しについて、時系列変化に着目し、分析する。 

	
 第３章では、静的観点から富山市が設定している「お団子」の将来イメージの分類と客

観的な視点で設定した将来イメージの分類との整合性を評価し、新たにその分類を再編す

る。 

	
 第４章では、第３章で得られた類型化を基に、富山市が設定している人口の数値目標を

各「お団子」毎に独自に設定し、その目標を達成するために必要な住宅供給量を提示する。

さらに、それに至るために解決すべき課題についてまとめる。	
 	
  

	
 そして、最後に第５章において、本論文の成果についてまとめる。 

 

 

 
図 1-1 論文構成 
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1.3. 用語の整理 

1）	
 公共交通軸 

	
 富山市都市マスタープランにおいて、すべての鉄軌道及び、バス路線のうち 1 日あたり

運行本数が訳 60本/日以上の運行本数がある区間として定義されており、本研究でもその定

義に従う。 

 

2）	
 公共交通沿線居住推進地区 

	
 富山市都市マスタープランにおいて、公共交通軸で用途地域が設定されている区間であ

り、かつ徒歩圏として鉄道駅から概ね 500ｍ、バス停から 300ｍの範囲を公共交通沿線居住

推進地区として設定されている。本研究でもその意味でこの用語を使用する。 

 

3） 「お団子」	
 

 富山市マスタープランにおいて、お団子を串（公共交通軸）で結ばれた徒歩圏として定義

されている。そこから、お団子は、公共交通軸に含まれる、鉄道駅から 500ｍ圏内とバス停

から３００ｍ圏内の地区であると理解できる。その中で、本研究では、鉄道駅から５００

ｍ圏内に対象を絞り、「お団子」として用語を使用する。 
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1.4. 既往研究と本研究の意義 

 

1.4.1. 既往研究整理 

 

1） 都市のコンパクト性評価に関する研究	
 

	
 都市のコンパクト性評価に関する研究は、数多く存在する。武田ら 1)(2010)による研究は、

九州地方の DID 地区を対象に、「コンパクトシティの９つの原則」及び「Urban Village」

を基に指標を考案し、それらを DID地区に当てはめ、コンパクトシティ度の相互比較をし

ようというものである。コンパクト性を相対評価することに主眼をおき、定量的なデータ

を基にその指標を考案している。また、伊賀上 2)（2008）らによる研究では、駅を中心と

した半径４００mごとのコンパクト性を測る指標を考案し、福岡市内の６７の駅に適用し、

分析するものである。駅周辺というミクロな地域を扱っており、富山市の「お団子」にも

そのまま適用可能な指標となっている。 

 

2） コンパクトシティ政策に関する研究	
 

	
 コンパクトシティ政策に関する研究では大橋３）（2009）による研究がある。青森市が行

っているコンパクトシティ政策の効果を人口動態から実証的に分析したものである。また、

中道 4)らによる研究では、豊田市を対象として、コンパクト化政策の評価システムを構築し、

実際の都市に適用する実用性の検討を行っている。 

3）富山市に関する研究 

	
 富山市を対象とした研究では、主に LRT関連の研究が目立つ。望月５）らによる研究では、

都市軸形成を目的とした公共交通サービス水準向上策に対する効果を分析するものである。

松田６）らによる研究では、利用者から見たライトレール整備に対する評価を分析し、どの

ような意識変容があるのかを調査したものである。 

 

1.4.2. 本研究の意義 

 

（１）	
 富山市コンパクトシティ政策施行前後の人口動態と人口推計による将来の見通し	
 

	
 今まで、富山市のコンパクトシティ政策における居住誘導施策に関して、人口動態に着

目し、実際にどのような変化が起きているのかを研究したものは無い。さらに、コンパク

トシティ施行後の人口データを用いた人口推計による人口動態の見通しを明らかにしたも

のもない。全国で注目を浴びている富山市のコンパクトシティ政策が都市に対して現在ど

のような影響を及ぼし、今後どのように推移していくのかを明らかにすることは、富山市
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のみならず、富山市の動向に注目している多くの市町村にとっても意義のあることである。 

 

（２）	
 政策への批判的視点	
 

	
 富山市のコンパクトシティ政策に関して、特に「お団子」の地区類型別整備方針に着目

し、それを批判的に捉えて、論じる研究はない。注目を浴びている政策だからこそ、問題

点を明らかにすることには、十分意義がある。 
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第2章	
 コンパクトシティ政策における「お団子」への施策と人口動態 

 

2.1. 富山市コンパクトシティ政策における「お団子」への取組み 

 

2.1.1. 富山市コンパクトシティ政策の概要 

１）	
 富山市の都市構造の特徴	
 

	
 富山市は、全国有数の自動車交通へ

の高い依存度と低密度な市街地を持つ

都市であり、中心市街地の空洞化、自

動車運転不自由者の暮らしづらさ、除

雪費用など行財政コストへの多大な負

荷など様々な問題が生じている。	
 

	
 富山市の地域特性として、鉄道網に

関しては、JR 高山線、富山地方鉄道、

富山ライトレールなど同規模の地方都

市と比べ、比較的恵まれている。また、

２００５年の平成の大合併により、旧富

山市、婦中町、大山町、大沢野町、八尾

町、山田町、細入町が合併した結果、地

域拠点が点在している特徴がある。	
 

 

 

 

 

２）	
 お団子と串の都市構造 

	
 そのような背景より、富山市は富山市都市マスタープランにおいて「鉄軌道をはじめと

する公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、業務、文化等の都市の諸機能を集積

させることにより、公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくりの実現を目

指す」と富山型コンパクトシティの理念を示している。一般的なコンパクトシティでは、

人口や諸機能を都心部に高密度に集積させ、同心円上に密度が低くなる一極集中型である

ことが多いが、富山型のお団子と串の都市構造によるコンパクトシティでは、前述した富

山の地域特性を生かし、図 2-3のように多核型の都市構造を目指している。 

 

図 2-1	
 富山市の公共交通網	
 

図 2-2	
 点在する地域拠点 
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図 2-3	
 富山市の目指す都市構造（出典：富山市都市マスタープラン） 

 

３）人口の数値目標	
 

	
 富山市は、公共交通沿線居住推進地区の居住人口について、富山市都市マスタープラン

に人口の数値目標を掲げている。 

その算出方法として、まず 2005 年時点において、鉄軌道沿線の人口密度が 44 人/ha であ

るのを 50人/haにし、バス路線沿線では、人口密度が 34人/haであるのを市街地としての

人口密度の目安である 40 人/ha にすることを目標としている。それらのエリア面積と掛け

合わせると公共交通沿線居住推進地区の目標人口は現状が 117,560 人であるのを 162,180

人になる。そして、最終的にその地区の全人口に占める居住人口の割合を現状で２８％で

あるのを、2025年までに４２％に引き上げることを数値目標としている。 

 

図 2-4	
 目標人口の設定（出典：富山市都市整備事業の概要） 
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4) 「お団子」の地区分類別整備方針	
 

	
 「富山市都市整備事業の概要」において、「お団子」の整備方針として、「お団子」の将

来イメージを大きく３つに地区分類している。（以下、富山市都市整備事業の概要より引用） 

 

シティ・コア（都市核） 

都市の顔としてふさわしい芸術文化・ 娯楽・交流など多様な都市

機能を有するとともに、商業的な活力や賑わいがあり、人口密度が

非常に高く、市民や来街者が頻繁に行き交う駅周辺地域 

 

エリア・コア（地域核） 

商業・業務・居住等の都市機能を有するとともに、人口密度が高く、

最寄品の購入や医療などの日常的な生活がほぼ満たされる駅周辺

地域 

 

ライフ・コア（生活核） 

日常生活を支えるスーパー等の利便施設を有し、人口密度が比較的

高く、居住系土地利用を主体とした駅周辺地域。また、他のコアへ

は容易にアクセスでき、圏域内で不足する商業、医療等のサービス

も享受できる駅周辺地域 

 

 

 

 

図 2-5	
 分類のイメージ図 

表 2-1 「お団子」分類と駅の対応表 

図 2-6	
 「お団子」地区分類別分類プロット図 

	
 	
 （富山市都市計画総括図を下図に筆者作成） 
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2.2. 「お団子」への居住誘導施策の実績 

 

１）居住誘導施策の概要	
 

	
 富山市はコンパクト化のための居住誘導手法として対象地への居住を誘導するために助

成金により支援を行う２つの居住誘導施策を行っている。どちらも対象者は、建設事業者

と市民である。助成内容については、表 2-1にまとめた。まちなか居住推進事業は、公共交

通沿線居住推進事業に比べ、特に事業者向けの支援が充実している事がわかる。また、共

同 住 宅 の建設費への助成に関しても、まち

な か に 関しては、１００万円/戸に対し、公

共 交 通 沿線においては、７０万円/戸と違い

がある。市民向けの支援に対しては、住宅取得に対する補助はまちなかにおいては、５０

万円/戸に対し、公共交通沿線においては、３０万円/戸であり、差があるが、公共交通沿線

は上乗せ補助を設け最大５０万円/戸となるような仕組みとなっている。よって、公共交通

沿線居住推進事業は、ファミリー層や区域外からの転入を優遇することで、コンパクト化

推進をより強化しようという意図があることが分かる。 

表 2-2 居住誘導施策の分類 

 
 

 

図 2-7	
 「お団子」地区分類別分類プロット図 

	
 	
 （富山市都市計画総括図を下図に筆者作成） 
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2.3. コンパクトシティ政策施行前後での人口動態 

 

2.3.1. 人口動態の調査方法 

 

１）	
 調査対象期間	
 

	
 調査対象期間は、公共交通沿線居住計画が施行された２００７年を富山市におけるコン

パクトシティ政策への転換期と捉え、２００７年を境とした前後５年間、すなわち２００

２年〜２００７年及び、２００７年〜２０１２年の期間を調査対象とする。 

 

２）	
 調査の元データ	
 

	
 人口動態の調査に用いるデータは、２００２年、２００７年、２０１２年の各年３月の

住民基本台帳による町丁字別年齢別人口とする。国勢調査では、対象期間の人口データが

無く、今回の目的に沿わないのに対し、住民基本台帳では、対象期間の人口データが揃っ

ていることを理由に住民基本台帳を用いることにした。 

 

３）	
 調査方法	
 

	
 ESRI 社の ArcGIS を用いて、総務省統計局が運営しているホームページ「e-Stat」に

て入手した富山市の町丁目ポリゴンデータに住民基本台帳の人口データを結合させるこ

とで、人口動態の調査を行った。また、富山市は２００５年に合併をしており、それ以前

である２００２年については、旧富山市の人口データしか揃っていないため、２００２年

と２００７年の比較については、旧富山市のみの比較に留まることにした。 
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2.3.2. 公共交通沿線居住推進地区全体の人口動態 

 

１）	
 2002—2007 年と 2007 年-2012 年の人口増減数の比較	
 

	
 図 2-7 から、全体的に 2002—2007 年の間の町丁字別人口増減数の値が-100〜-50 人（薄

い水色部分）である部分が 2007-2012年の間においては、その多くが-50〜-10人（薄い黄

緑色）に置き換わっていることが分かる。そのことから、コンパクトシティ施行前後にお

いて、公共交通沿線居住推進地区全体において、特に人口減少が起きている地域の人口減

少数の幅が小さくなったと言える。 

	
 また、バス路線沿線地区における南の郊外部分（図中に◯で示す部分）において、

2002-2012 年の期間人口増加が激しく起こっていることも読みとれる。そのことから、富

山市の居住人口の郊外化が継続的に起きているが、その郊外化が公共交通沿線居住推進地

区と重なることで、バス路線沿線の居住人口の増加が起きていると言える。 

 図 2-8	
 左：2002-2007年人口増減数	
 右：2007-2012年人口増減数 

	
 	
 	
  （富山市都市計画総括図を下図に筆者作成） 
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2.3.3. 「お団子」毎の人口動態 

 

	
 鉄道駅周辺に着目し、「お団子」ごとの人口動態について分析する。 

 

１）2002—2007年と 2007年-2012年の人口増減数の比較 

	
 計５６ある「お団子」の内、２００２年の人口データが揃っている旧富山市に位置する

計５１の「お団子」を対象とした縦軸をコンパクトシティ政策施行前である 2002-2007 年

の人口増減数とし、横軸を施行後である 2007-2012 年の人口増減数として、コンパクトシ

ティ政策施行前後 5年間での人口増減の比較をした散布図が図 2-8である。 

	
 この図によると、人口増加が施行前と施行後の双方とも人口増加が起きている地区は、

３/５１地区のみであり、かなり少ない。施行前は人口増加であるが、施行後は人口減少し

ている地区は、７/５１地区である。また、施行前は人口減少で施行後に人口増加が起きて

いる地区は８/51地区存在する。施行前、施行後ともに人口減少である地区は 33/51地区存

在し、全体の過半数を占める。このことから、施行前と施行後において、人口が減少から

増加に転じている「お団子」は幾つか見られるが、大半は、未だ人口減少が続いていると

いえる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3	
 人口増減パターン 

図 2-9	
 施行前後での人口増減比較 
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2）「お団子」の人口増減数による類型化 

	
 図 2-8 のコンパクトシティ政策施行前後での人口増減比較をクラスター分析の Ward 法

を用いて、類型化を行う。樹形図を作成し、その結果、６つのクラスターに分類した。分

類ごとにまとめたものを図 2-9に示す。 

  
図 2-10	
 樹形図 

 
図 2-11	
 施行前後での人口増減数比較の類型化 

 

類型①：人口増加 

	
 人口増加の類型に入っている「お団子」は上堀、小杉の２地区である。この２地区は、

富山地方鉄道上滝線の隣駅同士であり、施行前後問わず、戸建て住宅が多く新築されてい

る郊外地区である。そのため、施行前後問わず人口増加が続いている。 

 

類型②：人口回復 

	
 人口増加の類型に入っている「お団子」は西町、荒町、朝菜町の３地区である。その内、

表 2-4	
 類型と「お団子」との対応表 
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西町、荒町の２つは都心地区に位置しており、コンパクトシティ政策施行後、マンション

開発が最も多く行われている。その影響により、人口減少から人口増加に転じている。 

 

類型③：人口回復傾向 

	
 この類型は、施行前後において、人口が減少から増加に転じるとまでは行っていないが、

人口減少幅が小さくなっている集団である。よって、コンパクトシティ政策による一定の

効果があるものといえる。都心地区では、国際会議場前、グランドプラザ前など固まって

位置している。この辺りにおいて、環状 LRTの開通や、グランドプラザのオープン、商業

施設の再開発など施行後５年間に大きな変化が起きており、その影響があると考えられる。 

	
 また、粟島や越中中島駅は富山ライトレール沿線であり、近年の開通の影響で、人口回

復傾向に転じたと考えられる。 

 

類型④：人口停滞 

	
 この類型は、施行前後において、特に大きな人口増減が無かった地区の集団である。 

都心地区では、富山駅を中心とする地域一体がこの類型に含まれる。また、その他「お団

子」も周辺にまばらにも位置している。２２もの「お団子」がこの類型に属していること

から、この傾向の「お団子」に対する人口増加策というものを優先して考える必要がある。 

 

類型⑤：慢性的人口減少 

	
 この類型は、施行前後において、人口減少が継続して起こっている「お団子」の集団で

ある。都心地区の外縁部及び、富山ライトレールの端部である岩瀬浜などに位置している。 

 

類型⑥：人口急減 

	
 この類型は、施行前に比べ、施行後急激に人口が減少している「お団子」である。 

都心地区では、電気ビル前、地鉄ビル前の業務機能が特に集積しているところが属してい

る。周辺地域では、富山地方鉄道市内線と上滝線の結節点周辺においても集積している。 

 

	
 以上より、人口増減傾向は「お団子」によって、様々であることが分かった。人口増加

や人口回復傾向のように、ある程度施行後人口増加に向けた変化が見られるところもある

が、多くが良い傾向が見られていない。この結果を踏まえて、人口増減傾向を踏まえたよ

り詳細な居住誘導策を考えていく必要がある。 
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図 2-12	
 類型別「お団子」プロット図 

      （富山市都市計画総括図を下図に筆者作成） 
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2.4. 人口推計による人口数値目標の達成見通し 

 

2.4.1. 人口推計の方法 

 

１）	
 推計に使用する人口データ	
 

	
 コンパクトシティ政策を施行した 2007年 3月と現在 2012年 3月の富山市町丁別年齢別

5歳階級別住民基本台帳を使用する。 

 

２）	
 人口推計に用いた推計手法	
 

	
 コーホート変化率法により人口推計を行う。また、各コーホートを「0〜４歳」「５〜９

歳」というように５歳階級別に設定し、０〜４歳人口の推計においては、女性子ども比を

用いて推計する。コーホート変化率法を用いる事によって、コンパクトシティ施行開始か

らの５年間の人口動態のトレンドがこのまま継続していった場合、人口がどのように変化

するのかを推計することが可能となる。 

 

３）	
 対象地の設定と人口推計期間	
 

	
 人口推計の対象地は、公共交通沿線居住推進地区全体とする。人口推計期間は、2012年

から 2025 年の期間の人口推計を行う。具体的には 2012、2017、2022、2027 年の人口推

計を行い、2022−2027年の期間の値を補正し、2025年の人口としている。 

 

４）	
 各コーホート変化率の求め方	
 

	
 人口推計を行う際、対象となる人口の規模が小さくなればなるほど、数値がぶれやすく

なってしまうので、そのまま町丁字ごとにコーホート変化率法で推計しても信頼性が担保

できない。そのため、今回は、コーホート変化率を求める際、町丁字別には求める事はせ

ずに、3000人規模で、かつ各コーホートが 100人以上になるように隣り合っている各町丁

字の集団を作成し、その集団毎にコーホート変化率を求めることで、信頼性を数値のブレ

を抑えるように努めた。 

 

５）	
 社会動態推計の方法	
 

	
 人口動態は自然動態（出生数−死亡数）と社会動態（転入数−転出数）で構成される。そ

のうち、自然動態の構成要素である死亡数に着目し、2012 年〜2025 年の間に 5 歳階級別

の死亡率は変化しないものと仮定することで、その死亡率を 5 歳階級別人口に掛けること

で、5年ごとの死亡数を導く。女性子ども比で推計された 5年ごとの 0〜4歳人口からその
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死亡数を引くことで自然動態を導くことができ、さらに、コーホート変化率法にて求めた

人口動態から導いた自然動態を引くことで社会動態を推計している。 
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2.4.2. 人口推計による公共交通沿線居住推進地区の推計人口 

 

１）	
 公共交通沿線居住推進地区全体 

	
 公共交通沿線居住推進地区全体における 2012 年の人口が 137,396 人であるのに対し、

2025 年には 131,939 人と、実に 5,457 人の人口減になるという結果になった。その内、−

9,734人の自然減であり、＋4,277人の社会増である。このことから、コンパクトシティ政

策により、社会増が 4,277 人となり、一定の効果はみられるが、公共交通沿線居住推進地

区全体の高齢化が進んでいることによって、その社会増を凌ぐほどの自然減が起きる見通

しであるといえる。地区全体の高齢者層の増加に伴う自然減は、仕方のないことであるの

で、この自然減を踏まえた上で、それを上回る社会増を生み出していくことが必要である。 

 

２）	
 鉄道沿線地区	
 

	
 公共交通沿線居住推進地区のうち、鉄道沿線地区においては、2012 年時点で 78,525 人

であるのに対し、2025 年には 72,039 人と、6,485 人の人口減になるという結果になった。

その内、−7,484 人の自然減であり、＋999 人の社会増である。このことから、人口減少の

原因は、大幅な自然減と少ない社会増であるといえる。 

 

３）	
 バス路線沿線地区	
 

	
 公共交通沿線居住推進地区のうち、バス路線沿線地区においては、2012年時点で 58,489

人であるのに対し、2025年には 59,900人と、1,028人の人口増になるという結果になった。

その内、-2,249人の自然減であり、＋3,278人の社会増である。このことから、人口増加の

原因は、自然減を上回る社会増によるものであるといえる。 
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図 2-13	
 左：公共交通沿線居住推進地区の人口動態	
 右：鉄道、バス路線各沿線の自然動態と社会動態 
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2.4.3. 推計人口と目標人口との比較 

 

１）	
 公共交通沿線居住推進地区全体での比較	
 

	
 公共交通沿線居住推進地区全体での目標人口は 164,665

人であるのに対し、推計人口は 131,939人である。目標人口

と推計人口との差は、32,726 人である。このことから、公

共交通沿線居住推進地区全体では、このままの人口推移では

目標人口に達しない見通しであることが分かった。目標人口

に達するためには 32,726 人の社会増（目標人口−推計人口）

が必要である。よって、その社会増を生み出すためには、現

状の居住誘導施策では、不十分であり、よりこの地区への転

入を促す取組みが必要となる。 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  

２）	
 鉄道沿線地区での比較	
 

	
 公共交通沿線居住推進地区の内、鉄道沿線地区での目標人

口は 101,539人であるのに対し、推計人口は 72,039人であ

る。目標人口と推計人口との差は、29,500 人である。この

ことから、鉄道沿線地区では、このままの人口推移では目標

人口に達しない見通しであることが分かった。目標人口に達

するためには 29,500人の社会増（目標人口−推計人口）が必

要である。 

 

３）	
 バス路線沿線地区での比較	
 

	
 公共交通沿線居住推進地区の内、バス路線沿線地区での目

標人口は 63,127人であるのに対し、推計人口は 59,900人で

ある。目標人口と推計人口との差は、4,255人である。この

ことから、バス路線沿線地区では、約 1,000人程度の人口増

加は見られるものの、このままの人口推移では目標人口に達

しない見通しであることが分かった。目標人口に達するため

には 4,255人の社会増（目標人口−推計人口）が必要である。 

 図 2-14 上：公共交通沿線居住推進地区	
 中：鉄道沿線地

区	
 下：バス路線沿線地区	
 目標人口と推計人口の比較 
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４）	
 鉄道沿線地区とバス路線地区における目標達成に必要な社会増の比較	
 

	
  鉄道沿線地区において、必要となる社会増が 29,500 人であるのに対し、バス路線沿線

地区においては 4,255 人と、鉄道沿線地区の方が、約５倍の社会増が必要となる。このこ

とから、現状においてはこのふたつの地区は、公共交通沿線居住推進地区として、同等の

居住誘導施策が施されているが、目標人口を達成するためには、現状よりも鉄道沿線地区

に居住を誘導する方策が必要であるといえる。 
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2.5. 小結 

	
  

	
 ２章では、まず富山市のコンパクト政策における「お団子」への施策を整理し、さらに

そのなかで居住推進事業のこれまでの実績を明らかにした。 

	
 さらに富山市のコンパクトシティ政策施行前後５年間（施行前 2002-2007年、施行後 2007

年-2012年）の人口増減数を分析した結果、公共交通沿線居住推進地区全体においては、全

体的に人口減少幅は小さくなっているものの、人口減少傾向であることが分かった。さら

に「お団子」別の人口増減数では、人口増減傾向を慢性的人口減少、人口回復傾向、人口

増加、人口急下降、人口停滞の５タイプに類型化をし、それらの地理的分布を示した。そ

の結果、特に都心地区のマンション開発や商業開発などが活発に見られる地区において、

人口増加、人口回復傾向がみられたものの、全域的な変化は見られなかった。 

	
 人口推計による公共交通沿線居住推進地区の推計人口に関しては、バス路線沿線地区に

おいては、ある程度の人口増加が見込まれるのに対し、鉄道沿線地区においては、ある程

度の社会増を上回る大幅な自然減により、人口減少が見込まれることを明らかにし、さら

に目標人口と推計人口との比較において、各地区における目標人口に達するために必要な

社会増を算出し、その結果、目標人口を達成するためには鉄道沿線地区における更なる居

住誘導を促す施策の必要があることを示した。
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第3章	
 「お団子」の地区分類別整備方針の整合性評価とその再編 

 

3.1. 「お団子」の地区分類別整備方針とポテンシャルとの整合性評価 

 

3.1.1. 地区分類別整備方針に関する性能の抽出 

 

	
 2.1.1.-４）に示したように、富山市は各「お団子」の整備方針を地区分類別に設定してい

る。それらの地区分類別将来イメージの説明文（富山市都市整備事業の概要に記載されて

いる）から、将来イメージを達成するために必要な要素を抽出する。その抽出結果を図 3-1

に示す。 

	
 「お団子」の将来イメージは富山市の核であるシティ・コアと地域中心的な役割をにな

うエリア・コア、徒歩圏の日常生活を支えるライフ・コアに分類されている。シティ・コ

アになるために必要な性能として多様な都市機能・商業的な活力、賑わい・非常に高い人

口密度・頻繁に行き交う市民・来街者の４つを抽出した。またエリア・コアになるために

必要な性能として、商業機能・業務機能・居住機能・高い人口密度・日常生活圏の充実の

５つを抽出した。さらにライフ・コアになるために必要な性能として、利便施設・比較的

高い人口密度・他コアへの容易なアクセスの３つを抽出した。この性能を示す指標を次に

示す。 

 

 

 
図 3-1	
 将来イメージに必要な性能 

 

「お団子」の将来イメージ	
 

シティ・コア	
 

多様な都市機能	
 

商業的な活力、賑わい	
 

非常に高い人口密度	
 

頻繁に行き交う市民・来街者	
 

エリア・コア	
 

商業機能	
 

業務機能	
 

居住機能	
 

高い人口密度	
 

日常生活圏の充実	
 

ライフ・コア	
 

利便施設の立地	
 

比較的高い人口密度	
 

他コアへの容易なアクセス	
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3.1.2. 指標の設定と算出方法 

 

１）シティ・コアに用いる指標と算出方法	
 

	
 多様な都市機能…多様な都市機能という性能を示す指標として、拠点集積度を設定する。

具体的な施設としては、美術館、図書館博物館、資料館、大型商業施設、役所、地区セン

ターを評価対象とする。拠点集積度の算出方法は以下の算出式のように、「お団子」内の対

象施設数を「お団子」内の面積で除することで求める。 

拠点集積度(個/ℎ𝑎) =
（美術館 +図書館 +博物館 +資料館 +大型商業施設 +役所 +地区センター）の合計数（個）

「お団子」の面積（ℎ𝑎)
 

 

	
 非常に高い人口密度…非常に高い人口密度という性能を示す指標として、夜間人口密度

と共同住宅６階以上世帯数比を設定する。夜間人口密度は以下の算出式のように各お団子

の人口密度で求める。 

人口密度（人/ℎ𝑎) =
「お団子」の人口(人）

「お団子」の面積(ℎ𝑎)
 

	
 また、共同住宅６階以上世帯数比の値が高いほど、「お団子」内の居住形態において高層

住宅が多くを占めていることを示している。よって、非常に高い人口密度を示すには、必

要な指標である。共同住宅６階以上世帯数比は以下の算出式のように各お団子の内の共同

住宅６階以上世帯数を「お団子」内の世帯数で除することで求める。 

共同住宅６階以上世帯数比 =
「お団子」内の共同住宅６階以上世帯数（世帯）

「お団子」内の全世帯数（世帯）
 

	
  

	
 頻繁に行き交う市民・来街者…頻繁に行き交う市民・来街者という性能を示す指標と

して、昼間人口密度を設定する。市区町村単位の昼間人口は、国勢調査に基づく従業地･通

学地別の就業者･通学者数を用い次の式により求めている。 

昼間人口 ＝ 常住人口 － 流出人口 ＋ 流入人口 

	
 しかし、町丁等の小地域単位では、従業地･通学地別の就業者･通学者数は公表されてい

ない。そのため、国勢調査、事業所・企業統計調査等のデータを基に、次の式により推計

することとした。 

昼間人口 ＝ 通学者数＋ 従業者数 ＋ 通学も従業もしない者 

	
 昼間人口密度は以下の算出式のように、各「お団子」内の昼間人口を「お団子」の面積

で除することで求める。 
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昼間人口密度（人/ℎ𝑎) =
「お団子」の昼間人口(人）

「お団子」の面積(ℎ𝑎)
 

 

２）エリア・コアに用いる指標と算出方法	
 

	
 商業機能、業務機能…商業機能と業務機能を示す指標として従業者数密度を設定する。

「お団子」内の商業、業務に従事するものを示す事ができる。昼従業者数密度は以下の算

出式のように、各「お団子」内の従業者数を「お団子」の面積で除することで求める。 

従業者数密度（人/ℎ𝑎) =
「お団子」の従業者数(人）

「お団子」の面積(ℎ𝑎)
 

 

	
 居住機能…居住機能を示す指標として共同住宅世帯数比を設定する。共同住宅世帯数比

の値が高いほど、「お団子」内の居住形態において共同住宅が多くを占めていることを示し

ている。よって、高い人口密度を示すには、必要な指標である。共同住宅世帯数比は以下

の算出式のように各お団子の内の共同住宅世帯数を「お団子」内の世帯数で除することで

求める。 

共同住宅世帯数比 =
「お団子」内の共同住宅世帯数（世帯）

「お団子」内の全世帯数（世帯）
 

 

	
 高い人口密度…高い人口密度を示す指標として、夜間人口密度を設定する。算出方法は

上記の通りである。 

	
  

	
 日常生活圏の充実…日常生活圏を示す指標として、幼稚園・保育園勢圏カバー率、病院

勢圏カバー率、日用品店カバー率の３つを設定する。これらの各施設勢圏を一般的な歩行

速度６０m / 分で移動した時に５分以内に移動できるエリアとして、各施設を中心に半径３

００m のエリアを設定し、各施設勢圏カバー率を以下の算出式のように、各施設勢圏面積

を「お団子」の面積で除することで求める。 

幼稚園・保育園勢圏カバー率 =
（幼稚園 +保育園）勢圏面積（ℎ𝑎)

「お団子」の面積(ℎ𝑎)
 

病院勢圏カバー率 =
病院勢圏面積（ℎ𝑎)

「お団子」の面積(ℎ𝑎)
 

日用品店勢圏カバー率 =
（スーパーマーケット +コンビニ）勢圏面積（ℎ𝑎)

「お団子」の面積(ℎ𝑎)
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３）ライフ・コアに用いる指標と算出方法	
 

	
 利便施設の立地…利便施設の立地を示す指標として、日用品店勢圏カバー率を設定する。 

算出方法は上記の通りである。 

	
  

	
 比較的高い人口密度…比較的高い人口密度を示す指標として、夜間人口密度を設定する。 

算出方法は上記の通りである。 

	
  

	
 他コアへの容易なアクセス…他コアへの容易なアクセスを示す指標として、各「お団

子」の中心駅においての公共交通平日運行頻度を設定する。公共交通平日運行頻度は、平

日一日当たりの鉄道及び、バスの運行本数の平均である。この値が大きいほど他コアへの

アクセスが容易であることを示すことができる。算出方法は以下のように、鉄道平日運行

頻度とバス平日運行頻度の合計数で求める。 

公共交通運行頻度（本/日） =一日当たり鉄道平日運行本数＋一日当たり鉄道平日運行本数（本/日） 

 

４）評価指標と指標に用いるデータの整理	
 

評価指標と指標に用いるデータとの対応関係を整理した表 3-1 に作成した。	
 



第 3 章	
 「お団子」の地区分類別整備方針の整合性評価とその再編	
 

	
 

 

 28 

表 3-1	
 評価指標と使用データの対応表 

 

	
 また、表 2−2 において、使用データとその出典及び発行元を整理した表を作成した。使

用データは、一般的にインターネットから入手可能なものを用いることに留意した。	
 

表 3-2	
 使用データ及び出典、発行元の整理表 
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3.1.3. 評価フロー 

 

	
 まず、各指標を z得点に変換し、正規化を行

う。それから、まずシティ・コアとしての性能

を評価する指標を用いて、ward法によるクラ

スター分析を行い、③つのクラスターに分類す

る。クラスター毎の各指標の平均値をレーダー

チャートで視覚化し、値が高く、かつバランス

の取れているクラスターをシティ・コアとして

の性能を満たすと判断し、シティ・コアに設定

する。その他のクラスターに含まれる「お団子」

を次は、エリア・コアとしての性能を評価する

指標を用いて、上記の方法を繰り返す。ライ

フ・コアの設定に関しても同様である。最後に

ライフ・コアとしての性能を満たさないクラス

ターを特異地区と設定する。 

	
 そして、そこから得られた地区分類と富山市

の設定した地区分類を比較し、整合性を評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2	
 評価フロー図 
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3.2. 各指標の適用結果 

 

１）拠点集積度	
 

	
 周辺地域から人を呼び込むことのできる

拠点として、美術館、図書館、博物館、資料

館、大型商業施設、役所、地区センターの位

置をプロットした。その結果、都心地区にお

いて、かなりの集積度があることが分かる。

その他にも拠点は多くの地域に存在してい

る。しかし、富山ライトレール沿線において

は、他とは異なり、拠点が少ない。 

 

 

 

 

 

 

２）夜間人口密度	
 

	
 夜間人口密度はいわゆる居住人口密度と

同意である。鉄道駅周辺地区においては、都

心の中心部において、人口密度が低く、その

周縁部において、特に高くなっている。富山

地方鉄道市内線沿線においても高い値であ

ることが分かる。富山ライトレール沿線では、

中心から東側は高く、西側は低いという特性

がある。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図 3-3	
 拠点の位置図（富山市都市計画総括図を	
 
        下図に筆者作成(以下図 3-10まで同様)） 

図 3-4	
 夜間人口密度	
 



第 3 章	
 「お団子」の地区分類別整備方針の整合性評価とその再編	
 

	
 

 

 31 

３）共同住宅６階以上世帯数比	
 

共同住宅６階以上世帯数比が高い値ほど、住宅

タイプが高層マンションであること比率が高く

都市居住向けの地区であることを示している。 

結果によると、富山駅周辺や都心地区外縁部に

おいて高いことが分かる。都心から離れるほど、

ほとんど０に近い値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）従業者数密度	
 

	
 従業者密度が高いほど、その地区が商業・業務

機能が高いことが分かる。結果によると、都心地

区が最も高く、同心円状に徐々に値が低くなって

いる。赤色の部分は 200人/haもの高い値を示す。

鉄道沿線地区の商業・業務機能について、富山市

は一極集中であるといえる。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図 3-5	
 共同住宅６階以上世帯数比	
 

図 3-6	
 従業者密度	
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５）共同住宅世帯比	
 

	
 共同住宅世帯比は全世帯における共同住宅

に居住する世帯の割合である。この値が高い

ほど、高密度な居住ができていることを示す。 

結果によると、富山駅周辺から北側の辺りと、

富山大学周辺地域において最も高い値である

ことが分かる。富山大学周辺においては、学

生向けアパートの多数立地によるものであろ

う。 

 

 

 

 

 

 

 

６）幼稚園・保育園勢圏カバー率	
 

	
 幼稚園・保育園勢圏カバー率は日常生活圏の

充実を示す指標の一つであり、駅を周辺とする

徒歩圏をカバーしている割合が高いほど、充実

していることを示す。結果によると、都心地区

の南側と市内線沿線において高いカバー率を

示す。富山駅周辺や富山ライトレール沿線、旧

町村に属する駅周辺などには反対に低い事が

わかる。 

 

 

 

 

 

 

図 3-7	
 共同住宅世帯比 

図 3-8	
 幼稚園・保育園勢圏カバー率	
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７）病院勢圏カバー率	
 

	
 病院勢圏カバー率は日常生活圏の充実を示

す指標の一つであり、駅を周辺とする徒歩圏を

カバーしている割合が高いほど、充実している

ことを示す。結果によると、鉄道沿線地区全体

的にカバーされている。特に都心地区において

は、ほぼ１００％カバーされている。しかし、

西富山駅、上滝駅周辺においては、例外的にほ

とんどカバーされていない。 

 

 

 

 

 

 

 

８）日用品店勢圏カバー率	
 

	
 日用品店勢圏カバー率は日常生活圏の充実を

示す指標の一つであり、駅を周辺とする徒歩圏

をカバーしている割合が高いほど、充実してい

ることを示す。結果によると、都心地区におい

ては、ほとんどカバーされている。郊外部にお

いては、ある程度カバーされているものの、ま

ばらになっているところが多い。また、速星、

呉羽、西富山、越中八尾など JR 線沿線地区に

おいて、ほとんどカバーされていない。 

 

 

 

 

 

 

図 3-9	
 病院勢圏カバー率 

図 3-10	
 日用品店勢圏カバー率 
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９）公共交通平日運行頻度	
 

	
 公共交通平日運行頻度は鉄道とバスの一日あたり平日運行本数を合わせた数であり、こ

の値が高いほど、他コアへの容易なアクセスが可能となる。結果によると、鉄道に関して

は、JR 高山線の駅である笹津、西富山駅が最も運行本数が少ない。富山地方鉄道上滝線、

不二越線の駅は、30本/日と比較的少ない。富山ライトレール線においては、６６本/日であ

り、充実している。バスに関しては、富山ライトレールの駅において、バス路線が無いの

で、0となっている。都心地区はずば抜けて運行本数が多い。 
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表	
 3-3	
 公共交通平日一日当たり運行頻度	
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3.3. 客観的指標に基づく地区分類 

 

3.3.1. 「お団子」のシティ・コアとしての性能評価 

	
  

１）クラスター分析による「お団子」の分類	
 

	
 正規化した各指標をクラスター分析 Ward 法により、分類した結果をデンドログラムと

して表し、図 3−3に示すように３つに分類をした。クラスター１には、計１８の「お団子」

の集団、クラスター２は計１２の「お団子」の集団、クラスター３は計 26の集団となった。 

    図 3-11	
 シティ・コアとしての性能評価におけるクラスター分類 

 

２）レーダーチャートによる性能評価	
 

	
 図 3−4にクラスター毎の各指標の値の平均値をレーダーチャートにて示した。その結果、

クラスター１については、夜間人口密度においては、０であるが、他の３指標において１

以上の高い値を示した。よって、各指標のバランスもよく、さらに高い値も示していると

言える。クラスター２については、どの指標値も-0.5 を下回る結果となった。よって、シ

ティ・コアとしての性能はどれも満たしていないと言える。クラスター３に関しては、夜

間人口密度は３クラスターの内最も高い値を示したが、拠点集積度、昼間人口において、

低い値を示した。各指標に対するバランスが悪く、シティ・コアとしての性能を満たして

いないと言える。以上より、クラスター１をシティ・コアに設定し、クラスター２、３に

含まれる「お団子」をエリア・コアとしての性能評価の対象とする。 

クラスタ−１	
 クラスタ−２	
 クラスタ−３	
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表 3-4 分類ごとの「お団子」 
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図 3-12各指標の平均値によるクラスターの特性 

 

3.3.2. 「お団子」のエリア・コアとしての性能評価 

 

１）クラスター分析による「お団子」の分類	
 

	
 正規化した各指標をクラスター分析 Ward 法により、分類した結果をデンドログラムと

して表し、図 3−5 に示すように３つに分類をした。クラスターⅰには、計 3 の「お団子」

の集団、クラスターⅱは計１１の「お団子」の集団、クラスターⅲは計１４の集団、クラ

スターⅣは計９の集団となった。 

 

 

 

２）レーダーチャートによる性能評価	
 

	
 図 3−6にクラスター毎の各指標の値の平均値をレーダーチャートにて示した。その結果、

クラスターⅰについては、平均してどの指標の値も高く、特に従業者数において、ずば抜

けた値を示している。最も性能の高いクラスターであるといえる。クラスターⅱについて

は、６つの指標すべてにおいて、全体平均よりも高い値を示しており、バランスの良いク

ラスターであるといえる。クラスターⅲについては、日用品店勢圏カバー率が高い値を示

しているが、共同住宅世帯数比や従業者数、幼稚園・保育園掣圏カバー率の値が低くバラ
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図 3-13	
 エリア・コアとしての性能評価におけるクラスター分類 
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表 3-5	
 分類ごとの「お団子」 



第 3 章	
 「お団子」の地区分類別整備方針の整合性評価とその再編	
 

	
 

 

 37 

ンスが悪いといえる。よって、エリア・コアとしての性能は満たしてきれていないと言え

る。クラスターⅳに関しては、共同住宅世帯数比のみ突出して高い値を示しているが他の

値が軒並み低く、かなりバランスが悪いことが分かる。シティ・コアとしての性能を満た

していないと言える。以上より、クラスターⅰ、クラスターⅱをエリア・コアに設定し、

クラスターⅲ,ⅳに含まれる「お団子」をライフ・コアとしての性能評価の対象とする。 

 

図 3-14 各指標の平均値によるクラスターの特性 

 

3.3.3. 「お団子」のライフ・コアとしての性能評価 

 

１）	
 クラスター分析による「お団子」の分類	
 

	
 正規化した各指標をクラスター分析 Ward 法により、分類した結果をデンドログラムと

して表し、図 3−5に示すように３つに分類をした。クラスターⅰには、計１４の「お団子」

の集団、クラスターⅱは計１４の「お団子」の集団、クラスターⅲは計９の集団となった。 
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２）レーダーチャートによる性能評価	
 

	
 図 3−8にクラスター毎の各指標の値の平均値をレーダーチャートにて示した。その結果、

クラスターA については、３つの指標すべてにおいて、-１以下の値を示しており、どの指

標においても性能を全く満たしていない。クラスターB については、日用品店勢圏カバー

率が比較的高い値を示し、夜間人口密度は低い値を示しているが、公共交通平日運行頻度

は突出した値である。この公共交通平日運行頻度の高さは評価できる。クラスターC に関

しては、全体的に比較的高い値を示しており、特に夜間人口密度が高い。このクラスター

は、性能を満たしているといえる。クラスターD については、日用品店勢圏カバー率は高

い値を示し、公共交通平日運行頻度と夜間人口密度に関しては平均的な値である。以上よ

り、クラスターB,C,D をライフ・コアに設定し、クラスターA をどの性能も満たしていな

いということで、該当なしと設定する。 
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図 3-15 ライフ・コアとしての性能評価におけるクラスター分類 

表 3-6	
 分類ごとの「お団子」 
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図 3-16	
 各指標の平均値によるクラスターの特性 
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3.4. 「お団子」の地区分類整合性評価結果 

 

	
 3.3.により算出した客観的指標に基づく地区分類を横軸に、富山市が設定している地区分

類を縦軸に取り、どれほど富山市の設定と現状の性能との整合性があるのかを表で示した。 

 

3.4.1. シティ・コアの整合性 

	
 富山市の設定しているシティ・コアに含まれる「お団子」と客観的指標に基づくシティ・

コアに含まれるシティ・コアに含まれる「お団子」は一致した。よって、富山市がシティ・

コアに設定した「お団子」は、性能的にも現状で高く、整合性があることが分かる。 

 

3.4.2. エリア・コアの整合性 

	
 富山市がエリア・コアに設定している９つの「お団子」のうち、不二越駅周辺地域と南

富山駅周辺地域の２つのみしか現状で性能を満たしていないことが分かった。性能が満た

していない「お団子」の内、大学前駅周辺地域と岩瀬浜駅周辺地域、上滝駅周辺駅の３つ

は、ライフ・コアとしての性能を満たしており、呉羽、水橋、速星、越中八尾の計４地域

に関しては、ライフ・コアとしての性能すらも持ち合わせていないことが分かる。以上よ

り、富山市がエリア・コアに設定した「お団子」の内、７/９地区において現状の性能との

乖離が起きており、整合性のある「お団子」は２地区にとどまっており、ライフ・コアと

しての性能も持ち合わせていない「お団子」も含まれている事がわかった。このように整

合性にかなり乖離がある中で、富山市の設定するエリア・コアという地区分類で、整備方

針を立てることには、無理があるのではないか。現状の性能を踏まえた上でのエリア・コ

アの再編が必要である。 

 

3.4.3. ライフ・コアの整合性 

	
 	
 富山市がライフ・コアに設定している２９のライフ・コアの内、下奥井をはじめとす

る 12の「お団子」は、実際には、エリア・コアとしての性能を持ち合わせており、現状の

設定では、過小評価されている。また、ライフ・コアとして適正な「お団子」は新富山と

はじめとする１４の「お団子」であり、富山市の設定した「お団子」の半分以下という結

果となった。さらに、ライフ・コアとしての性能を満たしていない「お団子」は、西富山、

大川寺、布市の３つあることが分かった。以上より、富山市の設定と現実の性能との整合

性がある「お団子」は 14/29 にとどまり、実際には、エリア・コアとしての性能を持つも

の、それとは、反対に該当なしに含まれるものもあり、整合性の乖離がライフ・コアにお

いても見られる。これに関しても、エリア・コアと同様に現状の性能を踏まえた上での再
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編が必要である。 

表 3-7	
 地区分類における富山市の設定と客観的指標による設定との整合性評価表 
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3.5. 「お団子」整備方針の再編提案 

 

3.5.1. 再編方法 

	
  

	
 再編の方法として、客観的指標に基づく地区分類を採用する。その理由として、現状の

地区の性能を踏まえた整備方針を立てることで、コンパクト化、高密化を自然に促進させ

ることが期待され、反対に、現状の富山市の設定による地区分類では、将来イメージと現

実との性能に大きな乖離がある地区が多数含まれていること、性能の異なる地区を同じ分

類により整備方針を立て、そのように実現しようとしても実現が困難であろうことが挙げ

られる 

 

3.5.2. 再編結果 

 

１）地区分類の地理的分布の比較 

	
 再編前の地区分類と再編後の地区分類を図 3-9に示す。再編前の地区分類は、都心地区に

シティ・コアがあり、エリア・コアが富山市全域に点在していることが分かる。対して、

再編後の地区分類は都心地区に都心があり、その周辺の鉄道沿線にエリア・コアが広がり、

さらに周辺にライフ・コアと設定されている。 

図 3-17	
 右図：再編前の地区分類	
 左図：再編後の地区分類 
                            （富山市都市計画総括図を下図に筆者作成） 
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２）	
 地区分類の将来イメージに向けた整備の実現性に関する比較 

	
 富山市の設定している地区分類は、分類ごとの「お団子」の性能にバラつきがあるため、

将来イメージに向けた性能向上の整備方針を地区分類ごとに打ち出したとしても実現性に

バラつきが出てしまう。それに対して、客観的指標に基づく地区分類では、性能の高さご

とに地区を分類しているため、性能のバラつきがない。そのため、整備の実現性にもバラ

つきが少なくなり、その地区分類ごとの一貫した整備方針を取ることが可能となる。	
 

	
 

図 3-18	
 地区分類の将来イメージと現状の性能との差の概念図 

 

３）	
 地区分類の都市構造に対する考え方の比較 

	
 富山市がエリア・コアを点在させた理由として、２００５年の旧富山市と周辺６町村と

の大合併により、旧町村に存在する駅周辺地域に配慮したのだと推察できる。そして、そ

の駅周辺を地域の拠点となるように整備していくために、このように点在型の配置になっ

ている。それに対して、客観的指標に基づく地区分類においては、同心円状に集約する一

般的なコンパクトシティ像と鉄道沿線集約の沿線型コンパクトシティ像をかけ合わせた都

市構造になるような分類となっている。富山市の地区分類に対する考え方には、確かに一

理あり、中山間地域や都市規模の小さな地域に対する対策は必要である。しかし、目標と

する居住人口の集約による高密度化を目指すためには、現状の性能を活かした高密度化の

方針として再編する必要がある。そして、中山間地域の整備方針に対しては、コンパクト

シティの考え方とは異なる、地域の属性にあった方針を打ち出すべきであり、居住人口の

高密度化とは切り離して考えていくべきである。 
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3.6. 小結 

 

	
 第３章において、まず、富山市の地区分類ごとの将来イメージからそれぞれに必要な性

能を抽出し、その性能を測る客観的指標を作成した。また、それに基づき、「お団子」を分

類した。そして、実際に富山市が設定している地区分類との整合性を評価したところ、富

山市の設定と客観的指標による設定との間に乖離がある地区がエリア・コアとライフ・コ

アにおいてみられることが明らかになった。また、その現状の性能と将来イメージとの乖

離により、整備方針に沿った適切な高密度化を進めることが難しいことを示し、新たに客

観的指標による設定での地区分類の再編の提案を行った。その結果、現行の地区分類では、

点在していたエリア・コアをシティ・コアの周縁部に設定し、さらにその周縁部にライフ・

コアを設定することで、現在の性能を活かした自然な形での高密度化を図ることが期待で

きる。



第 3 章	
 「お団子」の地区分類別整備方針の整合性評価とその再編	
 

	
 

 

 45 

参考文献 

 

１）武田裕之,柴田基宏,有馬隆史：コンパクトシティ指標の開発と都市間ランキング評価- 

	
 	
 39人口集中地区の相互比較分析-,日本建築学会計画系論文集 76(661),pp601-607, 	
 	
  

	
 	
 2011.03 

２）伊賀上剛史,出口敦：, 駅を中心とした都市のコンパクト性に関する研究-福岡市を事例 

	
 	
 として-,日本建築学会研究報告. 九州支部. 3, 計画系 (47),pp485-488, 2008.03.01 

	
  



第４章	
 適正な高密度化のための目標人口の設定	
 

	
 

 

 46 

第4章	
 適正な高密度化のための目標人口の設定 

 

4.1. 地区分類毎の目標人口と必要な住宅供給量の設定 

 

4.1.1. 適正な目標人口と必要な住宅供給量の算出方法 

 

１）	
 対象地区の設定	
 

	
 ２章において、公共交通沿線居住推進地区の中でも、特に鉄道沿線地区における更なる

居住誘導が必要であることを示した。よって、目標人口を達成するために必要な住宅供給

量の算出対象地区を鉄道沿線地区に設定する。 

 

２）	
 地区分類の方法	
 

	
 ３章において、現行の地区分類では、高密度化を図ることが困難であることを指摘し、

地区の性能を活かした高密度化を図りやすい客観的指標に基づく地区分類の再編を提案し

た。適正な目標人口を達成するために、高密度化を図りやすいこの再編された地区分類を

採用することとする。 

 

３）	
 地区分類ごとの目標人口の設定	
 

	
 都市マスタープランにおいて、鉄道沿線地区の目標人口密度を５０人/ha と定めている。

そこから鉄道沿線地区全体の目標人口を 

目標人口密度（５０人/ha）×３地区分類に含まれる面積の総和（1764ha）＝ 88205（人） 

と設定する。 

	
 そして、その鉄道沿線地区を客観的指標に基づく地区分類によりシティ・コア、エリア・

コア、ライフ・コア、該当なしの４つに分類する。富山市のまちなか居住推進事業に都心

地区（シティ・コアが含まれる）の目標人口密度を６５人/haと定めていることから、それ

を今回の目標人口密度においても設定する。それにより、シティ・コアの目標人口は 

目標人口密度（６５人/ha）×シティ・コア面積（326.8ha）＝ 21239（人） 

と設定する。 

	
 そこからエリア・コアとライフ・コアの合算での目標人口は 

88,205-21,239＝66967（人） 

と、算出される。よって、エリア・コアとライフ・コアの目標人口密度を算出する以下の

式が成り立つ。xをエリア・コアの目標人口密度、yをライフ・コアの目標人口密度とする。 

 



第４章	
 適正な高密度化のための目標人口の設定	
 

	
 

 

 47 

エリア・コア面積（686.6ha）×x＋ライフ・コア面積（750.8ha）×y＝66967 

686.6x＋750.8y＝66967 

	
 この式のグラフを描くと以下のようになる。 

 
図 4-1 エリア・コアとライフ・コアの目標人口密度の算出 

	
 エリア・コアの目標人口密度を鉄道沿線地区全体の目標人口密度50人/haに設定すると、

グラフよりライフ・コアの目標人口密度は 43.5 人/ha と求められる。そこで、キリの良い

数字とするため、ライフ・コアの目標人口密度を 44人/haと設定する。これらよりエリア・

コアの目標人口を 34,328 人、ライフ・コアの目標人口を 32,660 人と算出できる。また、

特異地区においては、他地区と比べ、かなりの性能差があることから、コンパクトシティ

政策ではなく、他の政策の適用を検討する必要があると考え、今回の目標人口設定では、

現在人口と同等の数値を割り当てている。 

 

４）	
 目標人口達成のために必要な社会増数	
 

	
 目標人口達成のために必要な社会増数は、 

 必要な社会増＝2025年目標人口 – 2025年推計人口…① 

により、算出する。 

	
 推計人口においては、2章において行った人口推計と同様に、町丁字別の推計人口を算出

し、それを地区分類ごとに算出した。それによると、シティ・コアは 12,770人、エリア・

コアは 28,192人、ライフ・コアは 24,360人となった。 

	
 ３）において算出した目標人口と推計人口を①の式に代入して、必要な社会増数を算出

したところ、シティ・コアにおいては 8,469 人、エリア・コアにおいては 6,136 人、ライ

フ・コアにおいては 8300人となった。 
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５）	
 目標人口達成のために必要な住宅供給量	
 

	
 目標人口達成のために必要な住宅供給量は 

必要な住宅供給量（戸）＝必要な社会増（人）÷2012年 1世帯当たり人数（人/世帯）…② 

の式によって求める。計算を簡単にするために、2025 年の 1 世帯当たり人数は 2012 年の

1世帯当たり人数と同等であると仮定している。 

	
 その結果、地区分類ごとに必要な住宅供給量はシティ・コアにおいては 3,976 戸、エリ

ア・コアにおいては 2,703戸、ライフ・コアにおいては 3,532戸と算出できた。 

以上の算出結果を表にまとめる。 

表 4-1	
 算出結果整理 
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4.2. 目標人口を達成するための「お団子」毎の必要な住宅供給量 

 

4.2.1. 「お団子」毎の必要な住宅供給量の算出方法 

	
  

	
 4.2.の算出方法と同じ方法で住宅供給量を算出する。「お団子」毎の面積に、地区分類毎

に設定した目標人口密度を掛けることで、目標人口を求め、「お団子」毎の推計人口との差

を取り、目標達成に必要な社会増を求める。さらに、その結果に地区分類ごとの平均世帯

数当たり人数で除する事によって、目標達成に必要な住宅供給量を算出する。さらに、ヒ

ューマンスケールでイメージをつかみやすくするために、その算出した住宅供給量を面積

で除することで、１ha当たり必要住宅供給量を算出した。 
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表 4-2	
 「お団子」毎の住宅供給量算出表 
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4.2.2. 「お団子」別 1ha当り必要住宅供給量 

 

	
 地区分類別に見ると、シティ・コアに含まれる「お団子」において、目標人口を達成す

るために住宅供給量が特に多い事がわかる。しかし、注意すべきは、シティ・コアにおい

て特に「お団子」同士が重なり合っているので、ひとつの住宅が供給されたら、いくつも

の「お団子」において、それがカウントされることになる。あくまで、「お団子」を個別に

見たら、これだけの住宅供給が必要ということで、シティ・コア全体で、「お団子」別の住

宅供給量が合算された数が必要となるわけではない。 

	
 しかし、「お団子」別に見ると、シティ・コア、ライフ・コア、エリア・コアの順に必要

な事が分かる。そして、同じ分類内であっても、シティ・コアでは、特に富山駅側の「お

団子」において、必要住宅供給量が多く、西町やグランドプラザ前など、近年再開発やマ

ンション開発などが起こっている「お団子」においては、低い事がわかる。また、エリア・

コアにおいては、東新庄や稲荷町の２つ「お団子」がずば抜けて高く、その他の「お団子」

は 1ha 当り住宅供給量が５戸以下と小さい値となっている。ライフ・コアにおいては、大

学前、新富山付近や上滝などで値が高く、順に低くなっていく。 

	
 この結果により、今まで、2000haに何万人というとても漠然としたイメージのし辛い目

標人口であったものが、「お団子」別に 1ha当り何戸というとても具体的でイメージのしや

すい目標にすることができた。また、目標達成のために必要な住宅供給量は「お団子」毎

に差が見られる。そのことから、「お団子」のごとのきめ細やかな居住誘導施策が必要であ

るといえる。 
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4.3. 富山市の設定した地区分類との比較 

 

4.3.1. 地区分類の違いによる必要住宅供給量の比較 

	
  

	
 富山市の設定した地区分類においても必要となる住宅供給量を以上の方法と同様に算出

した。その結果を再編した地区分類による必要住宅数算出結果とともに表 4-3に示す。 

 

１）現状の人口密度と目標人口密度の比較	
 

	
 富山市の設定した地区分類では、2012 年人口密度が 31 人/ha であるのを 50 人/ha にす

るような目標人口密度の設定となっている。しかし、エリア・コアとしての性能を満たし

ている「お団子」が２／９しか含まれていない状況で、人口密度を１９人/ha とするのは、

実現可能性が低く、適正ではない。それに対し、再編した地区分類では、エリア・コアに

おいては、2012年人口密度が 45人/haで、目標人口密度が 50人/haの設定となっている。

全ての「お団子」はエリア・コアとしての性能も満たしているので、十分実現可能な設定

であり、適正であるといえる。 

表 4-3	
 富山市の設定した地区分類による算出結果 

 

 

２）該当なしの有無の比較	
 

	
 富山市の５６ある「お団子」の中には、富山市都市部に位置するものもあれば、中山間

地域や旧町村に位置しているものもあり、かなり性能に差がある。その中で、明らかに性

能が他よりも劣っている「お団子」に対して、他の「お団子」と同様な目標人口密度を設

定するのには無理がある。富山市の設定では、そのような「お団子」をエリア・コアやラ

イフ・コアとして設定しており、トップダウン的に「お団子」を一律に扱おうとしている

が、再編した地区分類では、該当なしと設定して、目標人口の設定をしていない。そのよ
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うに明らかに性能の劣る「お団子」とそうではない「お団子」に明確に分類することで、

より適正な目標人口とすることができる。さらに該当なしと設定された「お団子」は、高

密度化路線から一線を引くことで、逆に地域ごとの需要に柔軟に対応できるようになる。 

 

３）「お団子」ごとに必要な住宅供給量の比較 

	
 再編後の地区分類では、エリア・コアとしての性能を持つものに目標人口密度を５０人/ha

と設定している。対して、再編前の地区分類では「お団子」の性能とは関係なく、「お団子」

を設定しているので、実際は、エリア・コアの性能があるにも関わらず、ライフ・コアと

設定されているものが見受けられる。すなわち過小評価されている「お団子」が存在する

ことになる。それが下のグラフに現れている。エリア・コアにおいては、南富山や不二越

以外、再編前では、ライフ・コアになっていたものがほとんどである。そのため、それら

をエリア・コアと新たに設定することで、「お団子」当り必要住宅供給量の値が再編前より

も増加している。これは、再編前とは異なり、「お団子」の性能を踏まえた、適正な目標値

といえる。 

	
  
図 4-3	
 １ha当り必要住宅供給量の再編前と再編後の比較（エリア・コア） 

 

	
 ライフ・コアにおいて、再編後の地区分類では目標人口密度を 44人/haと設定している。

対して、再編前の地区分類では、46人/haに設定している。また、「お団子」の性能とは関

係なく分類しているので、実際には、ライフ・コアの性能しか持ち合わせていない「お団

子」が、エリア・コアと設定されているものが見受けられる。すなわち、過大評価されて

いる「お団子」が存在することになる。それが下のグラフに現れている。ライフ・コアに

おいては、ほとんどの「お団子」が再編前と後で一致しているが、大学前、上滝、岩瀬浜
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の「お団子」が、再編前では、エリア・コアに設定されていたものである。それらの「お

団子」の１ha 当り必要住宅供給量の値は再編前に比べ再編後に減少している。これは、再

編前とは異なり、「お団子」の性能を踏まえた、適正な目標値といえる。 

 
図 4-4	
 1ha当り必要住宅供給量の再編前と再編後の比較（ライフ・コア） 

 

３）全体目標人口の比較	
 

	
 これら「お団子」別に適正化した目標人

口を合わせた鉄道沿線地区全体の目標人

口を再編前後で比較する。 

それによると、再編前では 101,168人であ

った目標人口が再編後 88,226人となった。

よって、「お団子」の性能を踏まえた適正

な高密度化のための目標人口は 88,226 人

であり、現在の再編前の目標人口は、「お

団子」の性能を踏まえると、適正ではない。 
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図 4-5	
 再編前後での目標人口の比較 
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4.4. 小結 

	
  

	
 ４章において、再編した地区分類毎の性能を踏まえた目標人口密度を設定し、目標人口

を算出した。そして、そのために必要な人口と、住宅供給量を算出し、1ha 当りに必要な

住宅供給量を算出したこと。さらに「お団子」別にも同様に目標人口とそのために必要な

住宅供給量を１ha 当りで算出した。その結果、現状では 2000ha に何万人の目標人口とい

う漠然とした、イメージのし辛いものであったものを、「お団子」毎に 1ha当り住宅供給を

何戸という、どこにどれほどの量を供給する必要があるのか、という具体的でイメージの

しやすい目標にスケールダウンさせることができた。 

	
 また、再編前の地区分類と再編後の地区分類での目標人口設定の比較をすることにより、

再編前では、目標人口設定において過小評価または、過大評価されていた「お団子」を特

定し、適正な高密度化のための目標人口に再編できた。それにより、富山市の設定してい

る目標人口は、「お団子」別に割り振っていくと実現可能性が低いところがいくつかあるこ

とを指摘した。そのため、「お団子」毎のきめ細やかな居住誘導施策が必要であることを示

した。 
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第5章	
 結論 

 

5.1. 成果 

 

	
 第 2 章より、このままの人口推移では、公共交通沿線居住推進地区に設定された目標人

口に達しない見通しである。特に鉄道沿線地区は、社会増を大幅に上回る自然減が起こる

見通しであり、目標人口を達成するためには鉄道沿線地区における更なる居住誘導を促す

施策が必要であることを明らかにした。 

	
 第 3 章より、富山市の設定している「お団子」における将来イメージの地区分類は、特

に、エリア・コア、ライフ・コアにおいて、現実の性能と乖離しており、地区分類別の整

備方針を立てづらい状況にあることを明らかにした。さらに、客観的な評価に基づく地区

分類への再編を提案し、地区ごとの性能に応じた将来イメージを示した。そのことにより、

鉄道沿線地区における更なる居住誘導施策を打ち出すための整備方針をより、高密度化に

適した形で進めることができる。 

	
 第 4 章より、再編された地区分類毎に、目標とする人口密度を割り当て、目標人口を達

成するために必要な住宅供給量を「お団子」毎に示した。その結果、現状では 2000haに何

万人の目標人口という漠然とした、イメージのし辛いものであったものを、「お団子」毎に

1ha 当り住宅供給を何戸という、どこにどれほど供給する必要があるのか、という具体的

でイメージのしやすい目標にスケールダウンさせることができた。さらに、「お団子」ごと

に必要な住宅供給量の比較をすることにより、再編前では目標人口設定において過小評価

または、過大評価されていた「お団子」を特定し、適正な高密度化のための目標人口設定

に再編できた。 
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5.2. 今後の課題と展望 

 

	
 今回、適正な高密度化のために「お団子」毎に目標人口とそのために必要な住宅供給量

を算出し、より目標人口を具体的なものにスケールダウンすることができたが、実際にど

のような居住誘導を行うことで、その目標に達することができうるのか、算出された目標

人口を基に住宅供給をすると、「お団子」毎にどのような変化が起こるのか、住環境の悪化

が懸念されるのか、などの検討にまで踏み入れる事が出来なかった。これに関しては、今

後の課題とする。 

	
 富山市は、今後も富山駅への新幹線開通や、それに合わせた LRT２路線の連結、中心市

街地における図書館と美術館の複合施設の建設など、様々な居住誘導につながる事業が行

われる。これらは、富山市の高密度化にとってもきっと良い影響をもたらすだろう。それ

らの効果も相まって、実際に公共交通沿線居住推進地区での目標人口の居住誘導をさせる

ことができれば、日本で唯一のコンパクトシティの実現手法としてのモデルケースとなる

だろう。そのために、今回の研究が役立てば本望である。 


